
仮称越谷広域斎場整備等事業 募集要項等に関する質問及び回答 

 

№    資 料 名 頁 項     目 質問の内容 回     答 

１ 募集要項     ３ ２ (7) ウ 外構について、斎場用地と斎場用地以外の境界には区
画（塀等）は設けないものとしてよろしいでしょうか。

転落防止措置を講じておけば、必ずしも柵や塀など
は必要ありません。 

２ 募集要項     ４ ２ (8) ア 越谷市開発指導要項は「…・・その他の関係法令等…・」
に含まれるものと想定されますが、開発指導要綱内の
中高層：電波障害については、調査費・対策費とも建
築主：市の負担と解釈してよろしいでしょうか。詳細
をご提示下さい。 

建築主は、事業者となりますので、事業者の負担で
実施してください。 

３ 募集要項     ４ ２ (8) 都市計画法施行令第２１条第２０項にあたる公益上
必要な建築物該当として、同法の開発許可の取得は不
要と考えてよろしいでしょうか。 
又、埼玉県開発指導要綱及び越谷市開発指導要綱等に
基づく協議は不要と考えて宜しいでしょうか。 

開発許可申請は、都市計画法第２９条第３号の「政
令で定める公益上必要な建築物」に該当することか
ら開発許可は不要です。 
埼玉県開発指導要綱の基づく協議はありませんが、
越谷市開発指導要綱に基づく協議は必要です。 

４ 募集要項     ４ ２ (8) 都市計画法第５９条の認可を受ける都市計画事業該
当として、墓地埋葬法による許可申請は不要と考えて
宜しいでしょうか。 

都市計画法第５９条の都市計画事業としての認可
は受けませんので、墓地、埋葬に関する法律の許可
は必要となります。 

５ 募集要項     ４ ２ (9) ア ⅰ 土砂搬入車輌の総量規制などに一切触れられており
ませんが、工期、見積等を行うにおいて必要な情報と
考えます。ご提示頂きたいと考えます。 
また、隣接公園設定レベルまでの嵩上げ、既存築造物
の撤去等については別途と考えてよろしいでしょう
か。 
また、造成土砂の全部若しくは一部を市が提供する予
定はありますか。仮にあるとした場合、その詳細をご
明示頂きたい。 

総量規制はありませんが、搬入車両の交通は９時～
１７時までとし、近隣住民への配慮した計画として
ください。 
隣接公園設定レベルまでの嵩上げ、既存築造物の撤
去等については、ご質問のとおりです。 
土砂の提供は、ありません。 

６ 募集要項     ４ ２ (9) ア 募集要項では、事業者の業務範囲に施設整備が含まれ
ており、事業の形態としてはＳＰＣが建築主となり建
設会社と契約を結ぶという理解でよろしいですか？ 
実施方針で建築主は越谷市とあるのは変更されたの
ですか。 
また、登録免許税・不動産取得税は事業者の負担にな
りますか。 

ご質問のとおり、建築主は事業者となります。 
事業者は表示登記を行うこととし、保存及び移転登
記は、市が代位で行います。従って、事業者の登録
免許税の負担はありません。 
不動産取得税は、地方税法第７３条の２に基づき、
事業者に課税されないものとしていますが、埼玉県
越谷県税事務所に確認してください。 

７ 募集要項     ４ ２ (9) ア ⅰ 事業者の行う「所有権移転業務」の具体的な業務内容
について御指示下さい。（貴市が捉える所有権移転完
了とは、具体的に何を指しますか。） 

事業者に表示登記をしていただき、その後、保存及
び移転登記に必要な書類等を提出していただきま
す。（完了は、移転登記を考えています。） 
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№ 資 料 名 頁 項     目 質問の内容 回     答 

８ 募集要項     ５ ２ (9) イ ⅱ 予約受付業務は市の業務範囲となって居りますが、こ
の通りでしょうか。要求水準書Ｐ２５ ３.４.１では
ＳＰＣ側の様に思われますが。 

火葬場及び葬祭場の予約受付は、葬祭業者から又は
２市１町の役所からシステムを通じて直接予約す
ることとし、市の業務範囲とします。ただし、動物
炉の予約受付については、事業者の業務範囲としま
す。 

９ 募集要項     ５ ２ (9) イ ⅱ 要求水準書２５頁の「３.４.１予約受付業務」と、市
の業務範囲となる「予約受付業務」の役割分担、責任
分担を明確にご提示下さい。 

№８の回答をご参照ください。 

１０ 募集要項     ７ ３ (2) ア ⅳ ⅳに示されている「指名停止」とは、越谷市の指名停
止処分との理解でよろしいでしょうか。 

ご質問のとおりです。 

１１ 募集要項     ８ ３ (2) イ 経営事項審査結果書は、本資格確認基準日から勘案
し、平成１３年度決算期に対応したものとの解釈で宜
しいでしょうか。 

直近の決算期とします。 

１２ 募集要項     ８ ３ (2) エ ⅲ 過去１０年間に「火葬場(火葬炉を除く)又は葬斎場運
営の実績」とありますが双方いずれかの実績の場合評
価点としては厳しくなりますか。 

マイナス評価とはなりませんが、選定基準書Ｐ１１
の事業遂行の確実性において示しているとおり、実
績等は加点評価いたします。 

１３ 募集要項     ８ ３ (2) エ ⅲ ⅰ～ⅵの実績は、構成企業の１社以上が満たしていれ
ばよいのでしょうか。 

ご質問のとおりです。 

１４ 募集要項       ９ ３ (2) カ 資格基準日は５月何日でしょうか。 資格審査書類提出日の５月１６日とします。

１５ 募集要項     
 

９ ３ (3) ア 応募者が、ⅰ～ⅴに該当したときに参加資格を喪失す
るのは、いつの時点から優先交渉権者の公表されるま
での間でしょうか。 

参加資格基準日からです。 

１６ 募集要項     １０ ４ (1) 募集要項に関する質問機会は今回のみとなっていま
す。条件規定書に示す基本的な条件の変更は行わない
ことを勘案すると、１回の質問機会だけでは、応募者
に疑義が残る状況で提案をむかえることも想定され
ます。つきましては、６月頃に再度応募者からの質問
機会を設けて頂きたいと考えますが如何でしょうか。

資格審査終了後、実施する予定です。 

１７ 募集要項     １０ ４ (2) ウ 応募の検討に際して、質問回答に対して再度質問を行
うことが必要な場合もあると想定されます。資格審査
に関する質問同様に期間終了後も適宜受け付ける等
の対応は御検討頂けるのでしょうか。 

№１６の回答をご参照ください。 

１８ 募集要項     １１ ４ (2) カ 応募を辞退する場合の要領が記載されておりますが、
本稿の内容に符合せず辞退した場合何らかのペナル
ティが課せられるのでしょうか。 

ペナルティはありません。 
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№ 資 料 名 頁 項     目 質問の内容 回     答 

１９ 募集要項     １３ ５ (1) 実施方針に関する質問回答書の質問番号３３では、
｢本事業では、施設の買い取りではなく市が建築主と
なることを想定していますので、不動産取得税は発生
しません。｣との回答を頂いていますが、今回の募集
要項の５（１）事業フレームでは、｢ＳＰＣが施設を
設計し、施工を完了した後、市に所有権を移転し、市
がその費用を割賦で支払う。｣と、方式が変更されて
います。 
一旦所有権を建設企業からＳＰＣに移転し、その後、
ＳＰＣから市へ所有権を移転するという方式では、Ｓ
ＰＣが建築主になり、不動産取得税が課税されると存
じますが、市のお考えをご教示下さい。 

不動産取得税は、地方税法第７３条の２に基づき、
建築主である事業者には課税されないものとして
いますが、埼玉県越谷県税事務所に確認してくださ
い。 

２０ 募集要項     １３ ５ (1) 計画通知の予定が建築確認申請に変更となりました
が、建築確認申請の建築主は、ＳＰＣの代表者名にす
ると考えて宜しいでしょうか。 

ご質問のとおりです。 

２１ 募集要項     １３ ５ (2) 「構成企業以外の企業がＳＰＣに出資することは認
めない。」とありますが、出資のみを行う企業は構成
企業に入らねばならぬということになりますか。 
又、これは実施方針質問回答時点と変更されたと考え
ればよろしいですか。 

ご質問のとおりです。 
「出資企業」という構成員として企業グループに参
加してください。募集要項３（１）を参照ください。 

２２ 募集要項     １３ ５ (2) 「構成企業は必ずＳＰＣに出資を行うもの」とありま
すが、ここでの「構成企業」は募集要項７頁の（１）
応募者の構成の「企業グループ」と同義と考えてよろ
しいですか。つまり、「設計企業」「建設企業」「火葬
炉企業」「運営企業」「維持管理企業」は必ず構成員と
なりＳＰＣへの出資が条件となると理解してよろし
いですか。 

ご質問のとおりです。 

２３ 募集要項     １３ ５ (3) イ その他市が申請する他法令に基づく申請書とは具体
的に何を想定されていますか。 

墓地、埋葬に関する法律に基づく経営の許可申請で
す。 

２４ 募集要項     １３ ５ (3) イ 斎場を建設するため市及びＳＰＣが各々実施する法
的手続きの内容・スケジュール等具体的にお教えくだ
さい。又、ＳＰＣが市に協力する手続きについても具
体的にお教えください。特に開発については都市計画
法第２９条第３項に該当すると思われますがその手
続きは市が実施されるのでしょうか。 

本契約締結⇒開発事前協議申請書提出⇒開発指導
要綱に基づく協議書提出⇒協議書締結⇒造成工事
及び斎場施設の設計⇒建築確認申請（墓地、埋葬に
関する法律に基づく経営の許可申請）⇒建設工事、
となります。 
都市計画法第２９条第３項に該当することから開
発許可は不要です。 
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№ 資 料 名 頁 項     目 質問の内容 回     答 

２５ 募集要項     １３ ５ (3) イ 市が申請する他法令に基づく申請書の作成について、
スケジュール等を含め、その内容について具体的に御
教示下さい。 

№２４の回答をご参照ください。 

２６ 募集要項     １４ ５ (3) エ 斎場施設は平成１７年６月３０日の工事完了を遵守
とありますが、当該スケジュールを遵守しなくてもよ
い斎場施設以外の施設とは、具体的にどのような施設
が該当するのでしょうか。 

斎場施設以外の施設はありません。 

２７ 募集要項     １５ ５ (5) 「提出書類に示されるとおり」とありますが、ここで
言う『提出書類』とは、募集要項２４頁９提出書類作
成要領（１）提出書類を示すとの理解でよろしいです
か。 

ご質問のとおりです。 

２８ 募集要項      １５ ５ (5) ア
イ 

ＳＰＣから構成企業以外の会社への委託並びに構成
企業から構成企業以外の会社への再委託について、市
の承諾が得られた場合のみ委託することができると
ありますが、仮に承諾が得られなかった場合、当該業
務の遂行に多大な影響が発生すると思われますが、承
諾が得られない具体的な事由及び得られない場合の
措置についてお答えください。 

提案に記載された企業がＳＰＣから当該業務の委
託を受けて実施することを原則とし、やむを得ない
場合のみ、受託者の資格や能力等を判断の上、承諾
の可否を決定します。 
市の承諾が得られない場合、委託先の変更等の措置
が必要になると思いますが、サービスの対価の減額
や解除が生じることがあります。 

２９ 募集要項      １５ ５ (5) ア
イ 

ＳＰＣから構成企業以外の会社への委託並びに構成
企業から構成企業以外の会社への再委託について、提
案時より構成企業以外の会社への委託を想定する場
合、提案書類にその旨の内容を記載する必要はありま
すか。 

想定しているものは、記載してください。 

３０ 募集要項     １５ ５ (5) イ 市への通知後１４日以内に特段の通知がない場合に
ついて、特段の通知とは、どのような意味合いでしょ
うか？ 

再委託先について市が承諾を行わない、若しくは承
諾を留保することの通知を想定しています。 

３１ 募集要項     １７ ５ (7) 市の想定する１日最大火葬取扱数を上回る需要があ
った場合、事業者は引き受ける義務がないものとし、
翌営業日以降に対応するとありますが、利用者に対す
る回答は市の責任と考えてよいですか。 

ご質問のとおりです。 

３２ 募集要項 １８ ６ (2) ア ⅰ （２）提案価格の算定方法  ア サービスの対価ⅰの
中にある設置事前協議とは具体的に何を示すもので
しょうか。 

越谷市開発指導要綱に基づく開発事前協議申請書
です。 

３３ 募集要項     １８ ６ (2) ア 「金利水準は、６か月LIBORを５年でスワップして得
られる円の固定金利をベースに」とあります。条件規
定書別紙４では、「金利水準は、…TIBORをベース」と
あります。基準金利はどちらを使用するのでしょう
か。 

金利水準は、６か月LIBORを５年でスワップして得
られる円の固定金利をベースにしてください。 
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№ 資 料 名 頁 項     目 質問の内容 回     答 

３４ 募集要項     １８ ６ (2) ア 募集要項の｢６（２）ア サービス対価１｣と、条件規
定書の｢別紙４－２（１）サービス対価１｣で、以下の
条件において矛盾が見られます。 
・金利水準 
・金利基準日 
・金利改定日 
正しい条件を、ご教示下さい。 

募集要項を、以下のとおり修正します。 
ⅱ （記載のとおりとします。） 
ⅲ 割賦金利の改定基準日は、引渡日を初回とし
て、以降平成２２年３月３１日、平成２７年３月
３１日、平成３２年３月３１日、平成３７年３月
３１日のそれぞれ２銀行営業日前の日とする。 

条件規定書を以下のとおり修正します。 
② （募集要項に記載のとおり修正する。） 
③ 金利基準日は、引渡日の銀行営業日前の日を初
回として、以降平成２２年３月３１日、平成２７
年３月３１日、平成３２年３月３１日、平成３７
年３月３１日のそれぞれ２銀行営業日前の日と
する。 

３５ 募集要項     １８ ６ (2) ア ① 施設の供用開始は、平成１７年８月だと存じます
が、金利基準日が、平成１７年１０月となっている
理由をご教示ください。 

② 施設の所有権の引き渡しのタイミングで金利が発
生すると存じますが、施設の引き渡しから、平成１
７年１０月までの金融コストはどのように負担し
て頂けるでしょうか？ 

③ 施設の所有権の引き渡しのタイミングで金利を確
定するのが妥当だと考えますが市の考えをご教示
ください。 

№３４の回答をご参照ください。 

３６ 募集要項     １８ ６ (2) ア 基準金利の基準日は平成１５年７月１日とあります
が、採用する金利の詳細条件について御教示下さい。

№３４の回答をご参照ください。 

３７ 募集要項     １８ ６ (2) ア サービス対価に係わる消費税の支払い方法について
御教示下さい。 

№１９２の回答をご参照ください。 

３８ 募集要項     １９ ６ (2) イ 売店及び食堂の運営は、独立採算で行うとのことです
が、施設の一部を使用する賃料は無料であると考えて
よろしいでしょうか？ 

ご質問のとおりです。 

３９ 募集要項     １９ ６ (2) イ 霊柩自動車運送業務に要する費用は、市が利用実績に
応じて別途支払うとありますが、当該費用の市への請
求は、どのようなタイミングでどのように行えば宜し
いのでしょうか。 

現在も実施している霊柩自動車運送事業を継続し
て行いますので、支払方法等も、現況に準じて行う
予定です。詳細は、別途協議とします。 

４０ 募集要項     １９ ６ (2) イ 予約受付システムに係るネットワーク回線の使用料
は、市が負担するとありますが、当該費用の市への請
求は、どのようなタイミングでどのように行えば宜し
いのでしょうか。 

ネットワーク回線の契約は市が行い、回線使用料は
市が通信事業者に直接支払います。 
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№ 資 料 名 頁 項     目 質問の内容 回     答 

４１ 募集要項     ２０ ６ (3) ア ⅱ 「元利均等払い」とありますが、事業期間中に炉を増
設する提案を行った場合、サービス対価１の支払条件
はどのように規定されるのでしょうか。割賦金利支払
の条件を含めご教示下さい。 

火葬炉の増設分の費用については、当初の割賦元本
とは別の割賦元本とし、増設した炉の引き渡し時か
ら事業期間終了までを支払期間とする元利均等払
いとします。 
金利基準日は、設備の引渡日の２銀行営業日前を初
回とし、以後は、募集要項Ｐ１８ ６（２）アⅲの
基準日に合わせる。 

４２ 募集要項 ２０    ６ (3) ア ⅱ 市からＳＰＣに支払われるサービス対価は、応募者の
提案により修繕・火葬炉の増築等を考慮する場合、均
等払いにする必要はないとの解釈でよろしいでしょ
うか。 

火葬炉の増設分の設備費用については当初の割賦
元本とは別の割賦元本とし、増設した炉の引渡し時
から事業期間終了までを支払期間とする元利均等
払いとします。修繕費については、費用が発生した
支払期間より、サービスの対価２として支払いま
す。 

４３ 募集要項     ２０ ６ (3) イ ⅲ 各年度の運営維持管理費は年間火葬取扱数にかかわ
らず固定とする。となっていますが市の想定する取扱
数を下回った場合は、管理費は固定のままでよいです
か。 

想定年間火葬件数を下回った場合でも、管理費は固
定とします。 

４４ 募集要項     ２０ ６ (3) イ ⅲ 「各年度の運営維持管理費は、年間火葬取扱数にかか
わらず固定とする」とありますが、提案する運営維持
管理費用は、事業年度により変動しても構わない（事
業期間に亘り平準化する必要はない）と理解してよろ
しいですか。 

ご質問のとおりです。 

４５ 募集要項 ２０    ６ (4) 光熱水費原単位と光熱水費の違いをご教示ください。 光熱水費は市が支払う総額、光熱水費原単位は、ガ
ス、水道などの単価です。 

４６ 募集要項     ２１ ６ (6) 「物価変動を勘案し」とありますが、どのような指数
を用いるのでしょうか。詳細条件をご提示下さい。 

事業者は、翌年度のサービスの対価２について、日
本銀行が公表する「企業向けサービス価格指数（建
物サービス）」の変動率を乗じて変更を行い、請求
を行うことができることとします。 
変動率は、以下の式により求めるものとし、毎年１
０月中に変更後の翌年度サービスの対価２の請求
額を市に通知するものとします。 
変動率＝（当該年度３～８月の企業向けサービス価
格指数（建物サービス）の平均／契約日を含む年度
の企業向けサービス価格指数（建物サービス）） 

４７ 募集要項     ２１ ６ (6) 運営維持管理費は、毎年１回物価変動を勘案して改定
を行うとありますが、具体的改定スケジュール及び基
準となる統計値をご教示ください。 

№４６の回答を参照ください。 
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№ 資 料 名 頁 項     目 質問の内容 回     答 

４８ 募集要項     ２１ ６ (7) ア サービス対価に関する減額措置は「サービスの対価
２」を対象とするとあるものの、一方でＳＰＣが市に
対する支払請求権（債権）は一体不可分とあり、且つ
サービス対価支払いが同時期であることから推察す
ると、モニタリングの状況に応じてサービス対価１の
支払いにも影響があるように想定されます。サービス
対価１は減額、支払い遅延等を含め、サービス対価２
のモニタリングには全く影響を受けないものと解釈
して宜しいでしょうか。影響ないとした場合、支払請
求権は一体不可分とする合理的な理由を御教示下さ
い。 

運営維持管理のモニタリングの状況は、サービス対
価１の支払いには影響しません。 
支払請求権を一体不可分とする理由は、一契約一債
権とするためです。 

４９ 募集要項     ２２ ７ (2) 契約交渉段階で、優先交渉権者との合意形成が図れな
い場合は次点応募との交渉に移行するとありますが、
本事業スケジュールにおいて、優先交渉権者に認めら
れる交渉期間はどのように設定されているのでしょ
うか。また、次点交渉権者と充分な協議期間が設けら
れない場合は、事業スケジュールの見直しはあるので
ようか。 

募集要項２（１０）で示す「エ優先交渉権者の決定」
から「オ事業者との仮契約締結」を上限とします。 
事業スケジュールの見直しを想定しています。 

５０ 募集要項     ２４ ９ (1) イ 参加表明、資格審査申請時の提出書類についてお伺い
します。正副各１部提出する書類のうち、押印の必要
な書類(様式２)(様式４)については、正本は押印した
書類、副本はその写しと考えて宜しいでしょうか。 

ご質問のとおりです。 

５１ 募集要項     ２４ ９ (1) イ 参加表明、資格審査申請時の提出書類についてお伺い
します。提出時の体裁は、書類の左側穴あけ、Ａ４フ
ァイル綴じと考えて宜しいでしょうか。 

左側綴に訂正してください。 
綴じ方の指定はありません。 

５２ 募集要項     ２４ ９ (1) イ 提案書は、原則Ａ４縦の左上側綴じとなっています
が、左上をホッチキス等で止めるのみで製本はしない
という理解でよろしいでしょうか？ 

№５１の回答をご参照ください。 

５３ 募集要項     ２４ ９ (1) イ 「左上側綴じ」とありますが、提案書の左上1箇所を
ホチキス等で綴じ提出するとの理解でよろしいです
か。また、そうである場合、ファイル等に綴じる必要
はないと考えてよろしいですか。 

№５１の回答をご参照ください。 

５４ 募集要項     ２４ ９ (1) イ 提案時提出書類の体裁についてお伺い致します。各提
案書類とも、「左上側綴じ」と記載されておりますが、
左上側をホッチキスで１ヶ所をとめるものと考えて
宜しいでしょうか。 

№５１の回答をご参照ください。 
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№ 資 料 名 頁 項     目 質問の内容 回     答 

５５ 募集要項     ２６ ９ (2) ア ① 要項の９（２）では、｢提出の指定のある様式につ
いては、Microsoft社のWordまたはExcelを使用して
作成し、３.５インチフロッピーディスク又はＣＤ－
Ｒに保存し提出すること。｣とあり、様式集の（様式
８）では、｢様式の指定のある書類については、３.５
インチフロッピーディスクに保存し、提出してくださ
い。｣と、あります。これはすべての様式（様式７～
２８）を３．５インチフロッピーディスク又はＣＤ－
Ｒに保存して提出すると理解してよろしいでしょう
か？ 
② 様式２０等を提出する場合、提出する EXCEL ファ
イルのセルには計算結果の数値のみを設定しておけ
ば宜しいのでしょうか。それとも、セルに計算式を設
定したファイルを提出するのでしょうか。（計算式を
ご覧になりたいのか否かという質問です） 

①ご質問のとおりです。 
②市が作成するExcelファイルに入力して、提出し
てください。 

５６ 募集要項     ２６ ９ (2) ア 「提案書類はマイクロソフトのワードまたはエクセ
ルを使用して作成し、データを提出」とありますが、
様式１１のＡ２版の図面関係はＰＤＦデータ等でも
よろしいでしょうか。 

ご質問のとおりです。 

５７ 募集要項     ２６ ９ (2) オ 価格に関する提案書類の項に、様式２５～様式２８を
作成する。との記載が有りますが、様式２４～様式２
８と考えて宜しいでしょうか。 

ご質問のとおりです。 

５８ 募集要項      全般 事業者と金融機関の融資契約締結後におけるサービ
ス対価の見直しにより、事業者の融資契約を見直す必
要が生じた場合の追加費用は、事業者にサービス対価
見直しの帰責事由がある場合を除き、市が負担すると
の解釈でよろしいでしょうか。 

市に帰責事由がある場合及び事業契約に定めがあ
る場合を除き、事業者の負担となります。 

５９ 要求水準書 ３   2.1.1 (5)  説明会で本資料（斎場建設に伴う地質調査委託報告書
概要版）以外の必要箇所については、事業者の調査と
ありましたが、現地でのボーリング等が可能だとのこ
とでしょうか。 

ご質問のとおりです。 

６０ 要求水準書 ３   2.1.2 (1)  本設工事において、上水道の引込みに対し各種負担金
が発生した場合は、市の負担と考えて宜しいでしょう
か。 

事業者の負担とします。 
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№ 資 料 名 頁 項     目 質問の内容 回     答 

６１ 要求水準書 ３   2.1.2 (1)  工事用仮設給水は、敷地内まで供給していただけると
考えて宜しいでしょうか。事業者が準備するのであれ
ば引込み位置をご指示願います。また、上水道の引込
みに対し、各種負担金が発生した場合は、市の負担と
考えて宜しいでしょうか。 

敷地までの供給は、越谷・松伏水道企業団で実施し
ますが、費用は、事業者負担とします。 
仮設給水に対する負担金は、発生しません。 

６２ 要求水準書 ３   2.1.2 (2)  工事用下水は仮設浄化槽を設置し、大落古利根川に放
流と考えて宜しいでしょうか。その際、各種負担金が
発生した場合は、市の負担と考えて宜しいでしょう
か。 

大落古利根川への直接放流はできません。 

６３ 要求水準書 ３   2.1.2 (2)  ２.１.２インフラ整備状況 （２）下水道(汚水)に示
す、合併処理槽からの排出水質基準をお教えくださ
い。 

生物化学的酸素要求量：２０mmg/㍑以下 
生物化学的酸素要求量除去率：９０％以上 
日平均処理量：０.２㎥ 

６４ 要求水準書 ３   2.1.2 (3)  敷地に対する調整池は、斎場敷地外に計画されると考
えてよろしいでしょうか。また、概略の位置を提示し
ていただけないでしょうか。 

ご質問のとおりです。 
図面１参照 

６５ 要求水準書 ３   2.1.2 (3)  貯留施設について、「建物分の貯留施設を設置し、…
…」とありますが、これは、埼玉県開発指導要項に基
づいた９５０㎥／ha について建物面積分用の貯留施
設を設置し、建物以外（駐車場を含む）の部分につい
ては市で計画するとの解釈でよろしいでしょうか。ま
た、市で計画する調整池の想定位置、想定容量につい
て、明示願います。 

ご質問のとおりです。 
図面１参照 

６６ 要求水準書 ３   2.1.2 (3)  汚水は管理用道路、アクセス道路のどちらに排水する
のでしょうか。又、管理用道路側に排水する場合、公
園を通るルートを明示ください。 

汚水排水は、管理用道路で計画してください。 
図面１参照 

６７ 要求水準書 ３    2.1.2 (3) 敷地内雨水排水の処理はどのように考えたらよいの
でしょうか。①建築面積分の調整池を設置する位置に
制約がありますか。②その場合、雨水有効利用容量と
貯留容量の合算を調整容量（９５０ｔ/ha）として良
いのでしょうか。③上記以外の雨水を敷地外に排水す
る場合は、市で設置する調整池の位置及び接続ルー
ト、要領をご指示ください。 

①制約はありません。 
②別々で考えてください。 
③図面１参照 

６８ 要求水準書 ３   2.1.2 (3)  隣接の公園の造成工事について、スケジュールをお教
えください。調整池の完成時期が遅れた場合、雨水排
水の一時排水の仕方についてもご指示ください。 

公園は、斎場完了後の工事になりますが、調整池完
成までの間、一時排水できるように計画します。 
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№ 資 料 名 頁 項     目 質問の内容 回     答 

６９ 要求水準書 ３   2.1.2 (3)  建物分の雨水貯留施設とは、建物面積×９５０ｍ3/ha
分の調整槽の設置のみが事業者の業務であり、その他
の斎場用地に関する雨水については越谷市により設
置される調整池でまかなうと考えてよろしいでしょ
うか。 

ご質問のとおりです。 

７０ 要求水準書 ３    2.1.2 (3) 斎場用地内の雨水排水計画は事業者側の業務でしょ
うか。事業者側の業務の場合、接続先の位置、管高さ
等ご指示ください 

事業者の業務とします。 
調整池の位置は、図面１を参照してください。 

７１ 要求水準書 ３    2.1.2 (5) 工事用仮設電源は敷地内仮設盤まで供給していただ
けると考えて宜しいでしょうか。事業者が準備するの
であれば、引込み位置をご指示願います。また、電力
引込みに対し、各種負担金が発生する場合は市の負担
と考えて宜しいでしょうか。 

事業者で行ってください。 
既設の電柱（図面１参照）からの引き込みとし、東
京電力と協議してください。 
負担金等が発生する場合は、事業者の負担としま
す。 

７２ 要求水準書 ３   2.1.2 (5)  本設工事において、既設電力線より引き込みを致しま
すが、引込み位置をご指示願います。また、電力引込
みに対し、各種負担金が発生する場合は市の負担と考
えて宜しいでしょうか。 

既設の電柱（図面１参照）からの引き込みとし、東
京電力と協議のうえ、提案とします。 
各種負担金は、事業者の負担とします。 

７３ 要求水準書 ３   2.1.2 (5)  近隣の既設の電力を引き込むこととありますが、それ
に伴う手続きや協議・調整は、市が行って頂けるので
しょうか。 

電柱移設の協議及び手続きは、市が行いますが、引
き込みについては、事業者が行ってください。 

７４ 要求水準書 ３    2.1.2  上水道・ガス・汚水については、斎場用地までを越谷
市により整備されると考えてよろしいでしょうか。 
又、電気引き込み位置については事業者側の判断とし
てよろしいでしょうか。 

ご質問のとおりです。 
既設の電柱（図面１参照）からの引き込みとし、提
案とします。 

７５ 要求水準書 ４ 2.1.3    イ 都市計画法第２９条（開発行為の許可）は、３項また
は５項により許可不要と考えてよろしいでしょうか。

都市計画法第２９条第３項により、開発許可は不要
です。 

７６ 要求水準書 ４    2.2.1  要求水準書では、「調整池は、別途、市が計画する。」
となっており、また、敷地造成はＴＰ＋５.５ｍ程度
レベルまで造成することになっております。  事業者
提案で、調整池部分の造成は、将来の工事を考慮した
レベル造成とすることは、可能と考えてよろしいでし
ょうか。 

調整池部分は、今回の事業の対象外です。 

７７ 要求水準書 ４    2.2.1  斎場用地レベルが、ＴＰ＋５.５ｍとあり、また説明
会でもその旨説明がありましたが、これは計画提案上
の前提条件でしょうか。また、アクセス道路のレベル、
計画断面、アクセス道路との造成境界をお知らせくだ
さい。 

前提条件です。 
斎場敷地部分のアクセス道路のレベルは、ＴＰ＋
５.３３～５.５１ｍです。（図面２参照） 
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№ 資 料 名 頁 項     目 質問の内容 回     答 

７８ 要求水準書 ４    2.2.1  敷地造成において、斎場敷地内をＴＰ＋５.５ｍ程度
まで嵩上げる際、敷地内を有効に利用するため、周囲
との段差は、法面を摺り付け、法（土羽）は敷地外に
はみ出しても宜しいでしょうか。または敷地内に擁壁
を設けても宜しいでしょうか。 

斎場敷地内は、すべてＴＰ＋５.５ｍで造成し、敷
地外に法面を設けてください。 

７９ 要求水準書 ４    2.2.1  敷地造成及び、アプローチ道路の市道へのすりつけの
計画を行うため、アクセス道路の横断面及び縦断面の
資料を提示していただけないでしょうか。 

斎場敷地部分のアクセス道路のレベルは、ＴＰ＋
５.３３～５.５１ｍです。（図面２参照） 

８０ 要求水準書 ４    2.2.1  斎場用地レベルは、ＴＰ＋５.５ｍ計画堤防の高さよ
り若干嵩上げとなっているが、駐車場舗装部分のレベ
ルを若干低めとすることは、可能と考えてよろしいで
しょうか。 

要求水準書に記載のとおりＴＰ＋５.５ｍで計画し
てください。 

８１ 要求水準書 ４     2.2.1 実施方針に関する質問に対する回答の質問番号１０
７への回答で、造成に使用する土砂の一部は市が提供
しますとありましたが、今回の要求水準書には記載が
ありません。造成に使用する土砂は全て事業者の負担
となるのでしょうか。 

ご質問のとおりです。 

８２ 要求水準書P4      ４ 2.2.2 外構計画において｢敷地内緑化率は５％とすること｣
とありますが、敷地面積３２,２００㎡に対して５％
と考えて宜しいでしょうか。また駐車場の舗装面等を
緑化した場合、数値に算入しても宜しいでしょうか。
具体的な指針等があれば、お示しください。 

３２,２００㎡に対して５％以上としてください。 
駐車場の舗装面の緑化は、緑化率には算入しませ
ん。 

８３ 要求水準書 ５     2.2.3 火葬場駐車場の参考駐車台数は基本計画の算定根拠
を前提とされていると考えられますが、１会葬５０人
とした場合マイクロバス１台＋普通乗用車１５台は、
公道を走行してくる場合、列が１００ｍを超えて、不
自然であり、マイクロバス２台＋普通乗用車５台程度
が一般的設定と考えられます。 
緑化率を大きく確保した魅力ある計画を行うために、
上記のような設定をした場合、かなりの減点対象とな
るのでしょうか。 

要求水準書Ｐ５ ２.２.３の表１に記載されてい
る台数を前提としてください。 

８４ 要求水準書 ６    2.3.3 (3) 事業期間内に大規模修繕が発生しないようにするこ
と。について、大規模修繕とは、どの様な修繕・どの
程度の修繕を示すのですか？ 

条件規定書の用語の定義に記載のとおりです。 
ただし、火葬炉を除く設備機器の系統の更新で、提
案書類及び運営維持管理長期計画、運営維持管理年
間計画書、業務報告書の内容により、大規模修繕を
行うことが合理的と判断されるものについては、市
の負担で行うこととします。 
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№ 資 料 名 頁 項     目 質問の内容 回     答 

８５ 要求水準書 ６    2.3.4  想定職員数(市の職員２～３名を含む)と有りますが、
どの様な位置付となるのでしょうか。 

墓地、埋葬に関する法律に規定される経営者は、市
となりますので、場長等と考えています。 

８６ 要求水準書 ６    2.3.4  職員休憩室に仮眠スペース設置とあるが、葬祭場での
２４時間警備要員の仮眠スペースとの兼用する場合、
火葬場の職員休憩室は削除しても問題無しか？ 

火葬場と葬祭場の職員休憩室は、兼用できますが、
警備要員の仮眠スペースは兼用できません。 

８７ 要求水準書 ６    2.3.4  「告別、収骨及び休憩のスペース」とありますが、こ
の文章中の「休憩」の行為とは具体的に何を示してい
るのかご教示ください。また、Ｐ２５の業務内容に「柩
の入炉後…控室に誘導する事」とあります。上記と併
せ勘案すると、休憩のスペースとは「控室」を指して
いると考えられますが、この理解でよろしいでしょう
か。 

休憩スペースとは、ロビーや休憩できる場所であ
り、会葬者の滞留空間を指し、必ずしも部屋である
必要はありませんが、待合室は、１２部屋としてく
ださい。 

８８ 要求水準書 ６    2.3.4  想定職員数として、市の職員が２～３名予定されてお
りますが、運営会社が使用する事務室と市の職員が使
用する事務室は、共用するものと考えて宜しいのでし
ょうか。 

ご質問のとおりです。 

８９ 要求水準書 ６     2.3.4 動物を供養する為の合同碑を設置する旨記載が有り
ますが、これに伴い合同供養などを、運営業務で行う
必要が有りますか。また、飼い主が銘板の設置を希望
した場合、料金徴収なども含め、事業者の業務範囲と
なる部分が生じますか。合同碑を設置することによ
る、事業者の運営業務がありましたらご提示下さい。

告別及び収骨業務を想定しています。 
それ以外の業務については、事業者提案とします
が、その実施に対する可否は市が決定します。 

９０ 要求水準書 ７    2.3.4  動物供養の合同碑等は、合同碑のみの設置で残骨灰の
保管はしないものと考えてよろしいでしょうか。 

一時保管するものとしてください。 

９１ 要求水準書 ７    2.3.5  実施方針に対する質問の回答に「葬祭場の祭壇の宗旨
等については、要求水準書で明示する」とありました
が、要求水準書に明示されないのは、祭壇は不要と解
釈して宜しいのでしょうか 

ご質問のとおりです。祭壇を新たに準備することは
想定していません。ただし、市が所有する祭壇の貸
出業務は行います。 

９２ 要求水準書 ７    2.3.5  「越谷市が保有する貸出用祭壇･･･」とありますが数
量(台数)について明記されていませんが教えて下さ
い。 
又、祭壇は市側で準備するものと理解してもよいです
か。 

市が保有する祭壇は、要求水準書に示す貸出用祭壇
を保管できるスペースに収納できる数量を想定し
ています。 

９３ 要求水準書 ７     2.3.5 ８体以上を安置できる霊安室１室の設置が求められ
ていますが、遺体冷蔵庫は何体分必要でしょうか。 

８体分とします。 

９４ 要求水準書 ７    2.3.5  貸出用祭壇の予約管理、貸出し作業は市職員業務で良
いか？ 

市が所有する貸出祭壇の予約管理は市が行います
が、貸出に伴う業務は、事業者の業務範囲とします。 
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№ 資 料 名 頁 項     目 質問の内容 回     答 

９５ 要求水準書 ７     2.3.5 葬祭場にＳＰＣにて祭壇を用意する要件が御座いま
せんが、ＳＰＣにて祭壇を用意する必要は無いと考え
て宜しいでしょうか。 

ご質問のとおりです。 

９６ 要求水準書 ７   2.3.6 (1)  動物炉の予約は、電話等による受付など別途考慮する
こと。となっていますが回答は市の責任と考えてよい
ですか。 

事業者の責任とします。 

９７ 要求水準書 ７   2.3.6 (1)  「技術革新に対応できるシステムとすること」とあり
ますが、ハードウェア、ソフトウェア共に陳腐化に伴
う更新費用は、市負担と理解してよろしいですか。Ｉ
Ｔの陳腐化は早く、その進歩を事業者で予測しリスク
負担することは困難と考えます。要求水準書では事業
者の業務範囲に「予約受付システム保守管理業務」の
項目が無いことも踏まえ、予約受付システムの施設供
用開始後の市と事業者の役割分担、費用分担を明確に
して頂きたいと考えます。 

予約受付システムにおける事業者の役割は、システ
ムの構築、ハードウェアの調達、システム保守管理
業務とし、保守管理期間は５年間とします。 
ハードウェアの所有権は市とし、保守管理期間終了
時のシステム及びハードウェアの更新については、
市が決定します。 

９８ 要求水準書 ８   2.3.6 (3) ①  予約機能について、請求・経理機能を含むと理解して
よいですか。 

ご質問のとおりです。 

９９ 要求水準書 ８   2.3.6 (3) ①  「電子メールにより、予約確認書を自動的に発送でき
るようにする。」となっておりますが、パソコン端末
での予約時に、即、予約確認書がプリントされること
と解釈してよろしいでしょうか。 

紙媒体での予約確認書の送付は想定していません。 

１００ 要求水準書 ８   2.3.6 (3) ③  ２.３.６（３）③案内表示機能 
電子案内表示板の仕様（個数と内容）について具体的
に教えて下さい。 

事業者の提案としますが、火葬場受付には氏名、時
間、待合室名が、炉前、待合室及び式場には氏名が
表示できるものとしてください。 

１０１ 要求水準書 ９    2.3.7 (2) ④ ｢機械室のコンセントは自家発電回路とすること｣と
ありますが、ここでいう機械室は火葬炉機器の設置さ
れている機械室と解釈して宜しいでしょうか。 

ご質問のとおりです。 

１０２ 要求水準書 ９    2.3.7 (2) ② ２.３.７（２）② 非常用自家発電設備は５時間程
度？の稼動 
２.３.８（２）⑤ウ 天災時の代替燃料備蓄量 
天災時の設定日数・火葬件数等を具体的に教えて下さ
い。 

５時間程度とは、１日の火葬件数がこなせる時間と
してください。 
設定日数は１日程度、火葬件数等は要求水準書Ｐ１
２表２に示す１日最大火葬取扱数です。 

１０３ 要求水準書 １２   2.3.7 (4) ①  （４）空調設備仕様①熱源機器設備において｢ガスの
場合は、ガスヒートポンプ方式とすること｣規定され
ていますが、葬祭場等の大空間に対しては、ガスを熱
源とするガスヒートポンプ方式でない、省エネルギー
となる大空間に適した方式を提案しても宜しいです
か。 

ガス方式（電気併用も可）以外は認めません。ただ
し、ガスヒートポンプ方式よりも省エネルギー効果
があると判断できるものであれば、ガスヒートポン
プ方式以外も可とします。 
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№ 資 料 名 頁 項     目 質問の内容 回     答 

１０４ 要求水準書 １２    2.3.7 (4) ① 熱源方式及び加湿方法については事業者提案とさせ
ていただいてもよろしいでしょうか。 

要求水準書に記載のとおりとしてください。 

１０５ 要求水準書 １２    2.3.8  動物炉は、犬、猫などのペットを対象にし、設備は合
同葬及び個別葬に対応できる形態とすること。につい
て、合同葬とは各家庭より持ち込まれたペットだけを
（収骨を必要とし無い火葬）ある程度、まとめて火葬
する事と理解して宜しいのでしょうか？ 

ご質問のとおりです。 

１０６ 要求水準書 １３    2.3.8 (2) ① ウ 動物炉（１基）については単独排気とすること。とな
っていますが、火葬炉設備へのバイパスはなしと考え
て良いですか。 

事業者の提案とします。 

１０７ 要求水準書 １６   2.3.8 (4) ①  大気汚染に係る排ガス等検査は、竣工年度は全排気系
列についてとありますが、動物炉を除く火葬炉のみの
考えでよいですか。 

ご質問のとおりです。 

１０８ 要求水準書 １６    2.3.8 (4) ② イ 保証期間中とは事業期間中と理解するのですか。 
経年劣化に伴う損傷、修理も事業者負担と理解すべき
ですか。 

ご質問のとおりです。 

１０９ 要求水準書 １６    2.3.8 (4) ② イ 保証期間中とありますが、施設・設備・備品等の別に、
どのような期間を想定していますか。 

性能発注のため、事業期間中を通じて、募集要項の
全ての要件を満たしておく必要があります。 

１１０ 要求水準書 １６ 
２３ 

2.3.8 
別表１ 

(4) ①  (別表 1)に酸素濃度が別項目で２ヶ所ありますが、排
気筒出口において連続測定と他の１ヶ所の位置は事
業者提案でよいですか。 

事業者の提案とします。 

１１１ 要求水準書 ２４   3.2.1 (1)  「年間営業日数は３００日以上とする。」となって居
りますが火葬場の定休日１月１、２日及び友引日を差
引くと設備の点検、修理日の設定可能日は２日しかと
れません。葬儀場については友引も定休日ではないの
で、葬斎場利用との‘ニラミ’で友引日についても火
葬炉稼動する考えでよろしいですか。 

今のところ友引日の稼動は認めません。 

１１２ 要求水準書 ２４     3.2.1 葬祭場の営業は利用予約がない場合は閉鎖しても良
いか？ 

予約がなく、利用者に支障がなければ構いません。 

１１３ 要求水準書 ２６ 3.8    売店の販売品目、及び食堂の提供品目は事業者の自由
な提案で良いか？ 

ご質問のとおりです。 

１１４ 要求水準書 ２９ 4.5    清掃業務によって収集した廃棄物は適正な処理を行
うとありますが、産業廃棄物については明記されてい
ません。どの様な処理を考えていますか。 
産業廃棄物処理業者の指定はありますか。 

産業廃棄物は、集じん灰のみと考えていますが、処
理は市が対応します。 

１１５ 事業者選定基準書 ４    ３ (2) カ 資格審査項目のうち、資格確認基準日が「５月を予定」
となっておりますが、公式な日取りについては、いつ
どのような方法にて公表されるのでしょうか。 

資格確認基準日は、提出日の５月１６日とします。 
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№ 資 料 名 頁 項     目 質問の内容 回     答 

１１６ 事業者選定基準書 ６     ４ (1) ア 市の支払総額の上限額８,９３５百万円は、消費税込
の価格でしょうか? 

消費税は含みません。 

１１７ 事業者選定基準書 ６     ４ (1) ア 現在価値を算出する場合の“現在”とは何年何月何日
を指すのでしょうか。また、割り戻しは年単位で行う
のでしょうか、３か月単位で行うのでしょうか。 
年単位で行う場合は、４回の支払いを年度末になされ
たとして、年度初日まで割戻しをすると仮定して計算
すると理解してよろしいでしょうか? 
市の想定する具体的な計算式をお示し願えますでし
ょうか。 

平成１６年４月１日を起点とし、年単位で計算して
ください。 
ご質問のとおりです。 
具体的計算方法については、別途配布するExcelフ
ァイルを使用してください。 

１１８ 事業者選定基準書 ６     

  

４ (1) イ ⅰ 価格算出時の駐車台数が２０８台となっております
が、要求水準書Ｐ５では駐車場の参考台数４２０台＋
別途２０台となっております。駐車台数が大きく異な
りますと、全体の配置計画に大きく影響すると思われ
ます。また、市の支払総額の上限金額算定には駐車台
数増分の金額が含まれていないことになりますが、い
かがでしょうか。 

要求水準書Ｐ５ ２.２.３の表１に記載されてい
る台数を前提としてください。 
事業者選定基準書Ｐ６ ４（１）イⅰの表中駐車台
数は、 

火葬場駐車場 葬祭場駐車場

マイクロバス １３台  ３台

普通乗用車 １９５台  １９５台

に修正します。 

１１９ 事業者選定基準書 ６     ４ (1) イ ⅰ 左記にある施設規模のうち駐車台数は２０８台（バス
１３、乗用車１９５）となっておりますが、要求水準
書の表１の参考駐車台数は、火葬場２１５台、葬祭場
２０５台程度の合計で４２０台程度の駐車場を要求
しております。来場者を対象とする駐車必要台数の正
確な数値を公表願いたい。 

№１１８の回答をご参照ください。 

１２０ 事業者選定基準書 ７       ４ (2) イ ⅰ 持ち時間等詳細があればお知らせください。 提案書提出後にお知らせします。

１２１ 提出書類の様式集  様式２ グループ名称について、代表企業名を冠に付けた名称
にするなど特に市の意向がありましたら、お聞かせ下
さい。 

特にありません。 

１２２ 提出書類の様式集  様式５ 

 

本様式は、１葉１実績を記入する形となっております
が、備考２において、「実績の記入欄が足りない場合
は～」と記載されております。提示実績数に上限は無
いのでしょうか、また提示実績数及び規模等の内容は
事業者選定に反映されますか。 

実績は主要なもの１０件程度を上限としてくださ
い。 
実績については、その内容を評価対象とします。 

１２３ 提出書類の様式集  様式７ 備考欄３に「イラスト等を添付する場合の…」とあり
ますが、ここでいうイラスト等とは、パース・ＣＧ等
を示しており、施設整備計画書Ａ２判３枚とは別に添
付してもよいということでしょうか。 

ご質問のとおりです。 
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№ 資 料 名 頁 項     目 質問の内容 回     答 

１２４ 提出書類の様式集  様式７ 備考３についてお伺い致します。各様式に「参考資料」
「イラスト」等を添付する事が可能な表現となってお
りますが、枚数の制限は無いものと考えて宜しいでし
ょうか。 

参考資料及びイラスト等について、枚数制限はあり
ません。 

１２５ 提出書類の様式集  様式７ 募集要項Ｐ２６：提案書類の作成要領について、「各
様式とも各様式に記載の枚数以内で作成する事」ま
た、「指定の様式及び資料以外のものが提出された場
合、……全て無効……得点はゼロとみなすものとす
る」とありますが、提出資料の様式集「提案提出書」
備考３に「各様式に参考資料やイラスト･…」の記述
内に枚数を規定する記述がありません。また、参考資
料用の様式についての記述もございません。越谷市殿
が必要と思われる参考資料の内容、様式、枚数の規定
をご教授ください。 

参考資料及びイラスト等について、枚数制限はあり
ません。 

１２６ 提出書類の様式集  様式８ 提案書類の提出時の体裁についてお伺い致します。
（様式９）（様式１８）（様式２４）は正本、副本で記
入の仕方が異なると思われますが、記入方法をご指示
ください。 

正本については代表企業の実印を押したものを、副
本については正本の複写を、それぞれ作成してくだ
さい。 

１２７ 提出書類の様式集  様式１１ ・様式１１全部で、Ａ２判３枚分程度で作成してくだ
さい。と記載されておりますが、本様式のみＡ２判に
て作成し、折り込みとする。とのお考えでしょうか。
または、Ａ３判６枚程度との考えも許容されるとお考
えでしょうか。 

本様式はＡ２判で作成してください。 

１２８ 提出書類の様式集  様式１１－１～３ ３つの計画について審査の視点（●施設整備計画、●
将来対応等、●火葬炉）の項目に沿って記述する旨、
記載されておりますが、例えば火葬炉設備整備計画に
おいて、●施設整備計画・ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾃﾞｻﾞｲﾝに関する記
述をする等、不要な部分が生じると考えます。３つの
計画に対しての審査の視点を区分・細分化するなど必
要と考えますが、お考えをご提示下さい。 

各計画において、評価項目に該当しないと事業者が
判断する項目について記載は不要です。 

１２９ 提出書類の様式集  様式１１－１～３ 「様式１１全部で、Ａ２判３枚分程度で作成してくだ
さい。」とありますが、Ａ３判６枚等、またはＡ１版
２枚ということでもよろしいでしょうか。 

本様式はＡ２判で作成してください。 

１３０ 提出書類の様式集  様式１２ 「霊柩車の運行サービスの実施を希望する場合は、そ
の旨を様式１８－３に明記してください。」にある様
式１８－３は『様式１２－３』の誤記でしょうか。 

ご質問のとおりです。 
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№ 資 料 名 頁 項     目 質問の内容 回     答 

１３１ 提出書類の様式集  様式１２－１～３ 当該様式の指定枚数につき、数枚程度と記載されてお
りますが、具体的枚数については、事業者が判断して
宜しいのでしょうか。 

ご質問のとおりです。 

１３２ 提出書類の様式集  様式１２－１～３ 
様式１３－１～４ 
様式１５、１６ 

様式１２－１～３,様式１３－１～４，様式１５，１
６に本様式数枚程度という記述がありますが、具体的
に何枚でしょうか。 

枚数の指定はしません。事業者の判断で作成くださ
い。 

１３３ 提出書類の様式集  様式１２，１３，１５， 
１６ 

提案書の枚数制限として「数枚程度」とありますが、
１０枚以下と理解してよろしいですか。 

№１３２の回答をご参照ください。 

１３４ 提出書類の様式集  様式１７ 「自主確認表 イ」において、「事業期間内に大規模
修繕が発生しないように施設計画をしている」とのチ
ェック項目がありますが、２０年の事業期間を考慮す
ると大規模修繕が発生すると考えるのが一般かと思
われます。市の見解をご提示ください。 

大規模修繕は、火葬炉以外の設備機器についての機
器系統の更新を除くものとしてください。 

１３５ 提出書類の様式集  様式１７ 様式１７自主確認表のイ「駐車場計画は参考駐車台数
を満たしている」にある『満たしている』とはどの程
度を指すのか。 
事業者選定基準書(Ｐ６、ⅰ施設規模)にある駐車台数
を例に、要求水準書の表１の参考駐車台数と対比させ
て、『満たしている』と判断できる基準を示して戴き
たい。 

各施設区分、車種毎の参考駐車台数の９０％以上が
確保されていることをいいます。 

１３６ 提出書類の様式集  様式１７ 自主確認表とありますが、要求水準書で事業者提案と
している項目がほとんどの中、本様式の提出について
は各項目が条件付されていると取れます。相互の関係
についてお知らせください。 

自主確認表に記載されている項目は、募集要項等に
記載されている特に重要な必須条件を記載したも
のです。 

１３７ 提出書類の様式集  様式２０，２５，２６， 
２７，２８ 

「市が別途付与するフォーム」とありますが、これは
例えば、市で計算式を挿入したエクセルシートを、応
募者に電子データで配布するとの理解でよろしいで
すか。そうである場合、いつ頃応募者に配布する予定
でしょうか。またフォームに対する質問機会を設けて
頂きたいと考えます。 

参加表明のあったグループの代表企業に、電子デー
タで配布します。 
配布日は５月下旬を予定しています。 
フォームに関する質問は随時受け付けます。 

１３８ 提出書類の様式集  様式２０，２５，２６， 
２７，２８ 

様式２０ 25～28の市が付与するフォームはいつ、ど
のように開示されるのでしょうか？ご教示ください。

№１３７の回答をご参照ください。 

１３９ 提出書類の様式集  様式２１－３ ＳＰＣのサブコントラクターとありますが、本事業に
おけるサブコントラクターの定義等について御教示
ください。 

サブコントラクターは構成企業と読み替えてくだ
さい。 

１４０ 提出書類の様式集  様式２２ 債務の状況、信用補完措置等について具体的に何を記
載すればよろしいでしょうか？ 

財政状況を判断できる情報について、事業者の提案
とします。 
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№ 資 料 名 頁 項     目 質問の内容 回     答 

１４１   条件規定書 １ 第１条（４） 維持管理業務に修繕に関する具体的な記述が見あた
りません。誰が修繕をするのかを明確にして戴きたい
と存じます。 
また、同条（１９）において「修繕」が規定されてい
ることを踏まえますと（４）の定義に修繕を加えるべ
きではないでしょうか。 

修繕業務については、第４４条に記載のとおりで
す。 
修繕とは、定期点検整備、更正修理、予防修理、緊
急事故保全、通常事後保全をいい、原則として固定
資産の増加を伴わない程度のものとします。 

１４２  条件規定書 ２ 第１条（１９） ここに規定する「建物等」という表現は具体的には何
をさしているのでしょうか。 
また、２０年間にわたり要求水準書に記載された状態
という定義は現実的に不可能ではないでしょうか。 

建物等とは、本件施設のことを言います。 
入札を希望する事業者は、契約期間にわたり要求水
準をみたすことが可能な提案を作成して下さい。 

１４３ 条件規定書 ２ 第１条（２３） 大規模修繕の定義として「設備機器については、機器
系統の更新をいう」とありますが、耐用年数が一般的
に２０年に満たない湯沸器類、ポンプ類、空調機器類、
弱電機器類等の更新は大規模修繕となり、事業者の業
務範囲外と考えてよろしいですか。 

大規模修繕は、火葬炉以外の設備機器についての機
器系統の更新を除くものとしてください。 

１４４ 条件規定書 ３ 第２条第２項 解釈の優先順位を契約書、募集要項、提案書としてお
りますが、募集要項に従って作成した提案書の方が解
釈として優先すべきではないかと思われ、契約書、提
案書、募集要項の順で解釈をすべきではないかと考え
ますが。 

第２条２項に記載のとおりとします。要求水準より
も高水準の内容が提案されている場合は、当然、提
案の水準によることとなります。反対に、要求水準
より程度の低い水準が提案されていたとしても、事
業者は要求水準で規定されている水準を満たさな
ければなりません。 

１４５ 条件規定書 ３ 第３条 「本契約等」の定義が見あたりません。「本契約等」
といった場合、本契約以外に何を指すのでしょうか。
以下の条文も同様。第４条、第１３条、第１５条、第
１７条、第２４条、第３１条、第３８条、第４０条、
第４８条、第５２条、第５５条、第５８条 

第２条１項に記載のとおりとします。 

１４６ 条件規定書 ３ 第６条 資金調達の項にて、「財政上及び金融上の支援が適用
されるよう努力する」との記載が有りますが、本施設
整備に補助金の制度は無いと思われます。他どのよう
な支援が該当するか御教唆ください。 

現状では、日本政策投資銀行の低利融資の他は、特
に支援措置を想定していません。 
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№ 資 料 名 頁 項     目 質問の内容 回     答 

１４７ 条件規定書 ４ 第７条第１項 第７条に「乙が本契約上の義務を履行するために必要
な一切の許認可、届出等の手続きは、自らの責任にお
いて行うものとする。」とありますが、仮に都市計画
法の開発許可の取得が必要となると、斎場敷地外も含
めた開発許可を行わねばならないと考えられ、事業者
は単独で申請をする事は難しいと思われます。 
本斎場は都市計画法施行令２１条２０号の火葬場に
あたり、同法２９条３号の規定により、開発許可は不
要と考えて宜しいでしょうか。 

ご質問のとおりです。 

１４８ 条件規定書 ４ 第８条 現時点で想定している、事業者が市に搬入の協力を行
う備品の品目、数量、時期等をお示しください。 

貸出用祭壇のみと考えています。 

１４９ 条件規定書 ４ 第８条 甲が、所有する備品とは、具体的にどのようなものが
該当するのでしょうか。 

貸出用祭壇のみと考えています。 

１５０ 条件規定書 ４ 第８条 甲が行う備品の搬入等についてお伺いします。市が保
有する祭壇も含まれると考えて宜しいのでしょうか。
その他搬入する備品の概要、また甲が設置する備品の
概要について工事への影響を検討するためご提示く
ださい。 

貸出用祭壇のみと考えています。 

１５１ 条件規定書 ５ 第１３条第４項 追加費用の支払は、該当追加工事を一括して支払うと
理解してよろしいのでしょうか。仮に、サービス対価
１に付加して分割となりますと、金融スキームの変更
となりますので、スワップ契約等の費用は甲が負担さ
れるのでしょうか。 

追加費用の支払いは、原則サービスの対価１に参入
するものと考えています。金利適用基準日である、
引渡日の２営業日前以降の追加費用の発生は想定
していません。従って金融スキームの変更は発生し
ないものと考えています。 

１５２ 条件規定書 ５ 第１３条第３項 越谷市は近隣住民に対し、家屋調査を行う旨の発言を
した経緯があるのですか。 

経緯はありません。 

１５３ 条件規定書 ５ 
７ 

第１３条第４項 
第１９条 

「甲と乙はこれについて必要な見直しを行うものと
する」とありますが、見直す内容について（何を見直
すのか）、具体的にご教示下さい。 

サービスの対価の金額を見直します。 

１５４ 条件規定書 ５ 第１４条第１項 本件土地に瑕疵があるため本件工事が出来ないこと
による、事業者の増加費用に関しても、市が負担する
という解釈でよろしいでしょうか。 

増加費用の内、合理的と判断される部分については
市が負担します。 

１５５ 条件規定書 ５ 第１４条第２項 土地の瑕疵担保責任のうち、地盤沈下に関してお伺い
致します。盛り土量が多大なため、事業期間内での地
盤沈下が考えられます。補修その他の取り扱いについ
て「甲乙協議の上、定める」と有りますが、費用の分
担を明示してください。 

地盤沈下に起因するもので客観的に当初想定する
ことが出来なかったものについては、市が責任を負
うものとします。 
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№ 資 料 名 頁 項     目 質問の内容 回     答 

１５６ 条件規定書 ５ 第１４条第２項 「地盤沈下によって必要となる本件施設の補修その
他の取り扱いについては、甲乙協議の上、定めるもの
とする」とあります。事業者として、市提示資料を基
に、予測可能な範囲での地盤沈下に対する対応策を提
案することを前提としますが、特に駐車場部分は沈下
により駐車場として機能を有しなくなる場合も考え
られます。事業者の責めに帰すべき場合を除き、必要
な補修費は市がご負担頂けると理解してよろしいで
すか。 

ご質問のとおりです。 

１５７ 条件規定書 ６ 第１７条第２項 乙が甲に設計図書を提出した後、１４日以内に結果通
知がなされない場合、乙の提出した設計図書を甲が承
認したものと考えて宜しいでしょうか。 

ご質問のとおりです。 

１５８ 条件規定書 ６ 第１８条第１項 条件規程として、甲の一方的な通知で決定するように
受け取れますが、乙の見解・意向はどの程度反映され
るのでしょうか。 

実際には設計協議のなかでの設計変更要求であり、
かつ事業者は維持管理について責任を持つので、協
議が行われることを当然に想定しています。契約書
に規定されていないからと言って、当事者間の協議
を否定するものではありません。 

１５９ 条件規定書 ７ 第１８条第２項 追加費用の決定方法や手順を明確に教えて戴きたい。
また、追加費用が発生する事由により、レンダーと乙
との間で締結されたスワップ契約を破棄する場合の
費用は甲が負担するとの理解でよろしいのでしょう
か。 

追加費用は、事業者の作成した内訳書の単価等をも
とに、協議により決定します。 
また、追加費用が割賦で支払われる場合に、相当な
金利は支払います。 
引渡日以降の追加費用の発生は想定していません。 

１６０ 条件規定書 ７ 第１９条 「甲は、甲がやむを得ないと認める範囲で負担しなけ
ればならない」とありますが、第１８条５項では、「追
加的に生ずる費用の増減の結果は、甲に帰属し、…サ
ービス対価に当該増減を反映させる」とあります。同
条から、係る費用は事業者に支払われると解釈できま
すが、「やむを得ないと認める範囲」と規定したのは
どのような理由からでしょうか。ご教示下さい。 

第１９条は削除します。 

１６１ 条件規定書 ７ 第１９条 「前条第５項の協議により、･･･甲がやむをえないと
認める範囲で負担」とありますが、第１９条の主旨は、
市が事業者に対して提案した設計変更であり、かつ、
事業者の責めに帰することが出来ない事由があると
市が認めた場合を想定しているものであるにもかか
わらず、事業者に発生する追加費用・損害を、市は事
業者に対して全額負担しない事があるという意味で
しょうか。もしその場合、具体的に想定しているケー
スをご教示ください。 

№１６０の回答をご参照ください。 
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№ 資 料 名 頁 項     目 質問の内容 回     答 

１６２ 条件規定書 ８ 第２２条 募集要項Ｐ７「応募者の構成」において、建設企業が
設計企業を兼ねることができるとされておりますが、
その場合、工事監理者も建設企業が兼ねることが出来
るとの理解で宜しいのでしょうか。 

ご質問のとおりです。 

１６３ 条件規定書 ８ 第２３条第３項 「乙が負担した合理的な増加費用に相当する額」に
は、金融費用も含まれると解釈してよろしいのでしょ
うか。 

合理的な範囲で含まれます。 

１６４ 条件規定書 ８ 
１９ 

第２３条第４項 
第５３条第１項 

遅延損害金として「年１０.７５％」との規定があり
ますが、１０.７５％とした根拠をお示し下さい。 

「年１０.７５％の」を「越谷市契約規則（昭和５
９年９月７日規則第３９号）に規定する」に変更し
ます。 

１６５ 条件規定書 ９ 第２６条 中止期間の上限は何ヶ月を想定しているのでしょう
か。中止期間の上限期間の明示をお願いいたします。

現時点では、具体的に想定していません。 

１６６ 条件規定書 １０ 第２７条 本件工事に伴い通常避けることができない騒音、振
動、地盤沈下等の理由による第三者損害は、事業者が
善管注意義務を行っても管理できるリスクではあり
ません。つきましては、当該リスクは市のご負担とし
て頂きたいと考えますが如何でしょうか。 

事業者が善意の管理者の注意義務を尽くしてもな
お生じたものについては市の負担とします。 

１６７ 条件規定書 １０ 第３０条第５項 甲の行う引渡し検査の時期は、特定行政庁の行う建築
完了検査の時期、及び建築検査済み証取得の時期とは
関連しないと考えて宜しいでしょうか。 

ご質問のとおりです。 

１６８ 条件規定書 １２ 第３３条 異状時の対応として、事業者に課せられるペナルティ
は「サービス対価の支払いの停止」および「異状時に
生じる費用」と記載されていますが、排気ガスが検査
基準を上回ったことよりサービス対価が減額される
事は無い、との解釈でよろしいでしょうか。 

排ガス検査のために運営及び維持管理業務に支障
をきたした場合には、減額となることがあります。 

１６９ 条件規定書 １３ 第３３条第６項 サービス対価の支払いを停止できるのは、別紙４、別
紙５の規定から「サービス対価２」のみと理解してよ
ろしいですか。 

ご質問のとおりです。 

１７０ 条件規定書 １４ 第３７条 本施設に関する表示登記、保存登記及び所有権移転登
記は、市か事業者のどちら側の名義で行うのでしょう
か？（表示登記を事業者が行い、保存登記を市名義で
行えば、ＳＰＣに対する税金の支払が発生しないた
め、コストを抑えることができます。） 

建築主は事業者となりますので、表示登記は、事業
者とします。 
保存及び移転登記は、市が代位で行います。 

１７１ 条件規定書 １４ 第３７条 本件事業において、ＳＰＣは市に対し、施設引き渡し
と同時に所有権を移転するものとされておりますが、
ＳＰＣが一時取得する際、不動産取得税は課税されな
いと考えて宜しいのでしょうか。 

建築主は、事業者となりますが、不動産取得税は、
地方税法第７３条の２に基づき、事業者に課税され
ないとしていますが、埼玉県越谷県税事務所に確認
してください。 
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№ 資 料 名 頁 項     目 質問の内容 回     答 

１７２ 条件規定書 １５ 第４１条 モニタリングに係る費用は市が負担すると理解して
よろしいですか。 

ご質問のとおりです。 

１７３ 条件規定書 １７ 第４４条第５項 甲が実施した大規模修繕により乙の維持管理業務に
影響が出た場合には、乙の維持管理費用増加に対する
支払保証等を行っていただけるのでしょうか。 

大規模修繕は、提案書類及び運営維持管理長期計
画、運営維持管理年間計画書、業務報告書の内容に
基づき、甲乙協議により決定するものとします。 
維持管理費用の増減分は、市に帰属するものとしま
す。 

１７４ 条件規定書 １６ 第４５条 帰責事由が不可抗力の場合には、別紙３「不可抗力及
び法令変更による費用分担規定」により第三者への損
害賠償等が行われる、という解釈でよろしいでしょう
か。 

不可抗力が原因であれば、市も事業者も当該第三者
に対して損害賠償義務を負わないと考えられます。 

１７５ 条件規定書 １６ 第４５条第１項 「甲の責めに帰すべき事由により生じた損害につい
ては、甲が賠償する」とありますが、第２７条との整
合から「乙の責めに帰すべき事由により第三者に損害
を与えたときは、乙は、損害を賠償しなければならな
い」と修正して頂くことは可能でしょうか。 

ご指摘のとおり修正します。 

１７６ 条件規定書 １６ 第４５条第２項 運営及び維持管理業務に伴い、通常避けることができ
ない騒音、振動等の理由による第三者損害は、事業者
が善管注意義務を行っても管理できるリスクではあ
りません。つきましては、当該リスクは市のご負担と
して頂きたいと考えますが如何でしょうか。 

事業者が善意の管理者の注意義務を尽くしてもな
お生じたものについては市の負担とします。 

１７７ 条件規定書 １８ 第５２条第２項（２） 「本契約の重大な条項」を、具体的にお示しください。 解除原因に該当するかどうかは債務不履行の態様
とも連動して考える必要があるので、具体的に示す
ことは行いません。 

１７８ 条件規定書 １８ 第５２条第５項 「乙は違約金として、終了の日が属する年度のサービ
スの対価の総額の２５％を甲に対して支払う･･･」と
ありますが、この場合の「サービスの対価」とは、「サ
ービスの対価２（運営維持管理に係る費用）」のこと
でしょうか。それとも、「サービスの対価１（施設整
備に係る費用）」も含まれますか。 

「サービスの対価２」のことです。 

１７９ 条件規定書 １８ 
１９ 
２０
２０ 

第５２条第４項 
第５３条第２項 
第５５条第２項 
第５６条第３項 

「出来形部分を確認の上、買い受ける」とありますが、
施設整備費用だけでなく、ＳＰＣ設立関連費用、設計
料等のサービス対価１を構成する費用も含まれると
理解してよろしいですか。 

設計費及び出来形部分の建設費用のみとします。 

１８０ 条件規定書 １８ 第５２条第４項 第５２条４項に、「～違約金を超えるものを賠償す
る。」との記述が有りますが、基準とする金額、及び
その割合をご提示ください。 

第５２条第４項に記載のとおりです。 
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№ 資 料 名 頁 項     目 質問の内容 回     答 

１８１ 条件規定書 １８ 第５２条第５項 「終了する日が属する年度のサービス対価の総額の
２５％」とありますが、サービス対価２の総額の２
５％と理解してよろしいですか。 

ご質問のとおりです。 

１８２ 条件規定書 １８ 第５２条第５項 第５２条第５項において、施設引渡し後、事業者の責
めに帰すべき事由により、事業が終了するときの違約
金の額は、サービス対価の総額と、なっておりますが、
これにはサービス対価１も含まれるのでしょうか？ 
もし含まれる場合は、サービス対価１は、施設引渡し
後には関係がないので、当該年度のサービス対価２の
みの２５％にするのが妥当だと存じますが、市の考え
をご教示下さい。 

「サービスの対価２」のことです。 

１８３ 条件規定書 １８ 第５２条第２項 第５３条第２項では、｢甲（市）が（事業）終了の後
に当該出来形部分を利用する場合は、甲は当該出来形
部分を確認の上、これを買い受けるものとする。｣と、
ありますが、この条文では、市が出来高部分を利用し
ない場合、市の責めによる契約の終了であるにも関わ
らず、本リスクは事業者で負わなくてはならない可能
性があります。｢当該出来高部分を利用する場合は、｣
と、いう条文は、削除するのが妥当であると考えます
が、市の考えをご教示下さい。 

ご指摘のとおり修正します。 

１８４ 条件規定書 １９ 第５３条第３項 「６か月を経ても支払いを行わない場合」とあります
が、市からのサービス対価の支払いが年４回であるこ
とを勘案するとその２回分に相当します。「６か月」
を「３か月」と変更して頂きたいと考えますが如何で
しょうか。 

ご指摘のとおり修正します。 

１８５ 条件規定書 ２０ 第５５条 第５５条における費用負担について、別紙３との関係
が不明瞭です。第５５条と別紙３の関係を明瞭に記述
して頂けるよう要望いたします。 

第５５条１項は、以下のとおり修正します。 
「～甲との間で速やかにこれに対応するための設
計上の変更及び工期日程の変更を含む本契約等の
変更について協議を行うものとする。なお、法令変
更から１８０日以内に契約の変更等についての合
意が成立しない場合は、甲又は乙は、本契約を終了
させることができる。ただし、協議が整わない場合
の本契約履行のための追加費用の負担については、
別紙３に従うものとする。」 
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№ 資 料 名 頁 項     目 質問の内容 回     答 

１８６ 条件規定書 ２０ 第５６条 第５６条における費用負担について、別紙３との関係
が不明瞭です。第５６条と別紙３の関係を明瞭に記述
して頂けるよう要望いたします。 

第５６条２項は、以下のとおり修正します。 
「～甲との間で速やかにこれに対応するための設
計上の変更及び工期日程の変更を含む本契約等の
変更について協議を行うものとする。なお、法令変
更から１８０日以内に契約の変更等についての合
意が成立しない場合は、甲又は乙は、本契約を終了
させることができる。ただし、協議が整わない場合
の本契約履行のための追加費用の負担については、
別紙３に従うものとする。」 

１８７ 条件規定書 ２０ 第５６条第３項 第５６条第３項より、建中に施設が不可抗力により全
壊し、出来高部分が存在しない場合の扱いに付き、別
途規定が必要と存じますが、市の考えをご教示くださ
い。 
基本的には、不可抗力の場合の支払いは別紙３による
費用負担が原則となると考えられますので、全壊以前
の施設の出来高部分についても同様の負担と理解し
てよろしいでしょうか? 

出来形部分がない場合は、買取る対象がないので、
買取れません。 
建設期間中に施設が全壊した場合で、契約を継続す
る場合は、第２９条のとおりです。 
建設期間中に施設が全壊した場合で、契約を解除す
る場合は、保険金による回収となります。 

１８８ 条件規定書 ２１ 第５８条 建物の不動産取得税は甲、乙いずれが負担するのでし
ょうか。 

不動産取得税は、地方税法第７３条の２に基づき、
建築主である事業者には課税されないものとして
いますが、埼玉県越谷県税事務所に確認してくださ
い。 

１８９ 条件規定書 ２１ 第５８条 「甲は、…本契約に関連するすべての租税について本
契約に別段の定めのある場合を除き負担しない」とあ
りますが、提案段階で応募者が想定できない租税公課
の変更リスク（例えば外形標準課税等）は、市が負担
して頂きたいと考えますが如何でしょうか。 

事業の継続に重大な支障がある場合には、第５５条
により協議の余地があります。 

１９０ 条件規定書 ２９ 別紙３ 不可抗力及び法令変更による費用分担規定について、
設計施工期間中は、条件規定書第２９条２項の不可抗
力による損害規定で準用していますが、条件規定書第
７章の法令変更及び不可抗力の条項では、費用負担等
については、協議となっております。別紙３の費用分
担規定と条件規定書第７章との関連をご教示下さい。

№１８５、１８６の回答をご参照ください。 

１９１ 条件規定書 ３１ 別紙４ 
２（１）③ 

初回の基準金利設定は開場日直前（平成１７年８月１
日の２銀行営業日前）との解釈でよろしいのでしょう
か。 
また、以降の設定日の「（同）」とは何を意味している
のでしょうか、「２銀行営業日前」でしょうか。 

金利適用基準日は、引渡日の２営業日前としてくだ
さい。 
ご質問のとおりです。 
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№ 資 料 名 頁 項     目 質問の内容 回     答 

１９２ 条件規定書 ３０ 別紙４ 
１（１）① 

「以下に示す額にその価格の１００分の５に相当す
る額（消費税）を加算した額を乙に支払う」とありま
すが、サービス対価を構成する費用には、非課税項目
も含まれます。課税項目、非課税項目に係わらず、そ
の合計額の１００分の５をお支払い頂けると理解し
てよろしいですか。 

「以下に示す項目の金額を乙に支払うものとする。
ただし、消費税の課税対象項目については、その消
費税を加算した金額とする。」に修正します。 

１９３ 条件規定書 ３２ 別紙４ 
４ 

施設整備費（サービス対価１）はモニタリングによる
減額対象外であることを、あらためて確認いたしま
す。 

サービスの対価１は、モニタリングによる減額対象
外です。 

１９４ 条件規定書 ３０ 別紙４ 
１ 

支払額の算定方法において、サービス対価１及び２に
１００分の５に相当する額を加算した額を支払うと
ありますが、以下の通り、消費税は確定すると理解し
てよろしいでしょうか？ 
サービス対価１：施設引渡日に確定 
サービス対価２：各回の支払い時の消費税率で確定 

ご質問のとおりです。 

１９５ 条件規定書 ３１ 別紙４ 
２（２）③ 

２支払方法（２）③ において、「年間火葬件数が甲
の想定を上回った場合、～」との記述が有りますが、
甲の想定とは要求水準書２.３.８（Ｐ１２）の表２を
示すものと考えて宜しいでしょうか。 

ご質問のとおりです。 

１９６ 条件規定書 ３２ 別紙４ 
４①ⅱ 

標記の減額措置は、甲が想定する年間火葬取扱数を上
回らなかったにもかかわらず、水光熱費が大きく上方
に乖離した場合と考えてよろしいでしょうか。また、
事業者が提出した光熱水費とどの程度の乖離が生じ
た場合に「大きく乖離した」と判断されるのでしょう
か。 

火葬炉における取扱件数１件当たりのガス使用料
（ガス使用量原単位）が１０％以上上方に乖離した
場合を想定しています。 
詳細については、運営開始後の実績により、決定す
ることとします。 

１９７ 条件規定書 ３４ 別紙５ 
２（１）① 

「四半期毎に運営及び維持管理費に要する費用の１
０％相当分を上限とし」とありますが、これは、四半
期毎の運営及び維持管理費に要する費用の１０％相
当分を上限とし」と理解してよろしいですか。 

ご質問のとおりです。 

１９８ 条件規定書 ３４ 別紙５ 
２（１）① 

ＳＰＣに対するサービス対価の減額は、業務改善勧告
が行われた場合、速やかな業務改善実施の如何にかか
わらず、実行されるということでしょうか。 

業務改善の結果が速やかに確認できた場合につい
ては、この限りではありません。 
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№ 資 料 名 頁 項     目 質問の内容 回     答 

１９９ 条件規定書 ３３ 別紙５ 
１（２） 

斎場利用者のアンケートをモニタリング手法の一つ
と位置付けておられますが、アンケートは往々にして
無責任な回答をされる恐れがあり、その客観性・信憑
性をどのように確保されるのかお教え願いたい。 
また、アンケートによるモニタリングをもとに改善勧
告にまでいたるのであれば、アンケート内容について
事前に協議できるようにしておいていただきたい。 

アンケートの内容についてのみで、減額することは
想定していません。葬祭業者等へのヒアリング、事
業者宛の説明要求、施設における運営及び維持管理
業務の実施状況確認のための立会いの結果などを
総合的に判断します。さらに、業務改善勧告に対し
て事業者の異議申し立てのルールを設定しており、
説明責任は果たせると判断しています。 

２００ 条件規定書 ３８ 別紙８ 
第１条 

「事業契約[第〇〇条第〇項]」とありますが、第３５
条５項と理解してよろしいですか。 

ご質問のとおりです。 

２０１ 条件規定書 ３８ 別紙８ 
第３条第２項 

「７日以内」とありますが、請求書を受領して「７日
以内」に保証債務を履行するのは実務上困難と考えま
す。「３０日以内」と変更して頂けないでしょうか。

７日以内は履行開始で、３０日が履行期限です。 

２０２ 条件規定書 ３８ 別紙８ 「建設者（保証人）は選定事業者(乙)と第一条の債務
を連帯して保証する。」とありますが、建設者とは(乙)
の構成企業のうち主幹企業を指す解釈でよろしいで
すか。 

代表企業としてください。 

 

 

№ 項  目 質問の内容 回     答 

２０３ 図面集 
斎場建設工事等スケジュール（予定） 

家屋移転完了が斎場建設の施工（造成含）の開始時期
と重なっていますが、工事に支障が出る事は無いので
しょうか。 

支障が出ないように早期移転完了に努めます。 

２０４ 図面集 
斎場建設工事等スケジュール（予定） 

斎場建設の造成工事を進める上で、造成土運搬車輌の
交通量が多くなる為、近隣影響（騒音）を考慮し幹線
道路からのアプローチを考え、②アクセス道路南側路
床工事を先行工事出来るように、スケジュールを検討
出来ませんでしょうか。 

家屋移転等があるため、スケジュールの再検討は困
難です。 

２０５ 図面集 
斎場建設工事等スケジュール（予定） 

敷地造成工事と斎場建物建設工事の開始時期は重複
させてもよろしいでしょうか。 

構いません。 

２０６ 図面集 
斎場建設工事等スケジュール（予定） 

斎場建設工事等スケジュールによると、斎場の供用開
始時点ではアクセス道路の北部、南部舗装（整備）工
事及び管理用道路の舗装（整備）工事共に完了してい
ませんが、完成できないのでしょうか。 

斎場施設整備の工程によりますが、建設工事の工程
と調整の上、早期完成に努めます。 

２０７ 図面集 
斎場建設工事等スケジュール（予定） 

道路欄にある｢路線指定会議｣とはどのような会議で
しょうか。 

道路後退が必要かを調整する会議です。 
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№ 項  目 

２０８ 図面集 
斎場建設工事等スケジュール（予定） 

２０９ 図面集 
座標図 

２１０ 図面集 
計画図 

２１１ 図面集 
計画図 

２１２ 図面集 
計画図 

２１３ 図面集 
計画図 

２１４ 図面集 
計画図 

２１５ 図面集 
計画図 
斎場建設工事等スケジュール（予定） 

 

質問の内容 回     答 

事業者が火葬場の建築確認申請を申請する時期、川沿
いの９.５ｍ道路は未完の状態ですが、建築基準法上
の接道義務はどの道をどのような法的位置付けで前
面道路とすればよいかお示し下さい。 

建築基準法第４２条第１項第４号の指定道路とし
て位置付けます。 

配布された図面において地の色が濃い部分の表の座
標値が、読めません。その部分の数値を示していただ
けるでしょうか。 

斎場部分の座標値が必要であれば、市で閲覧できま
す。 

ガス・水道の管理用道路から公園用地への引き込みポ
イントは計画図に示されていますが公園用地内のル
ートの明示をお願い致します。 

図面１参照 

敷地造成において、公園境界の盛土端部処理はのり面
処理（勾配１：２）でよろしいでしょうか。 
また実施方針に対する質問の回答では造成に使用す
る土砂を市が提供とありますが、ご教示ください。 

ご質問のとおりです。 
事業者が用意してください。 

工事時の作業向上を図るため、管理用道路への車輌動
線は公園内を通過することになりますが確保可能で
しょうか。 

斎場の造成及び建設工事と管理用道路の築造工事
時期は、同時期となりますので、使用することはで
きません。 

造成工事、建設工事時の工事敷地境界と造成法面の施
工範囲を、下図のように考えてよろしいでしょうか。
ご指示下さい。 
 
 
 
 
 
 

造成部は、工事敷地境界までとし、境界から法面を
計画してください。 

工事事務所雑排水は、敷地付近（南西側）の既存水路
へ、放水すると考えてよろしいでしょうか。ご指示く
ださい。 

現在は、排水先がありませんので浸透式で考えてく
ださい。 

アクセス道路は南北に分けて工事が行われる旨説明
会にて説明を受けましたが、当該計画敷地においてそ
の南北の境界位置が、計画上の敷地出入り口を制約す
るような状況になることも考えられます。よって同境
界位置は提案時においては敷地のアクセス道路に接
する部分において流動的な扱いとしては如何でしょ
うか。 

ご指摘のとおりといたします。 

 

 

 
 

造成部 

工事敷地境界 

（仮囲い位置） 

工事範囲 
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№ 項  目 質問の内容 回     答 

２１６ 図面集 
斎場建設工事等スケジュール（予定） 

平成１５年度初めの路線指定会議において、アクセス
道路の道路指定及び斎場敷地内の市道の廃道が決ま
ると考えてよろしいでしょうか。 

路線指定会議は、後退が必要となるかの確認等の会
議ですので、指定及び廃道はできません。 
道路認定及び廃道は、議決案件です。アクセス道路
は指定ではなく区域変更する予定です。 

２１７ 図面集 
スケジュール 

周囲の公園の整備及び調整池の整備のスケジュール
が示されていませんが、いつ頃を想定すればよろしい
でしょうか。 

公園は、斎場完了後の工事になりますが、調整池完
成までの間、一時排水できるように計画します。 

２１８ 斎場建設に伴う地質調査報告書概要版 概要版ではなく、正式版（報告書一式）の公開をお願
いいたします。 

市で閲覧できます。 

 


